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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計

令和06年06月14日(金)

令和9年度

公営住宅法
深谷市営住宅管理条例
深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）

■ □

0 0

建築住宅課 担当係 施設住宅係 管理番号 45221市営住宅管理事業

快適で利便性の高いまち

良好な市街地・住環境形成の推進

令和7年度

土木費

133,547,971

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（59-2号棟）

78,900,000

241,197,340

21,738,340.00

2.60

9,348,295

72,400,000

227,493,513

令和5年度 令和6年度

225,752,340

21,738,340.00

大項目

小項目

5

　本事業は、市営住宅について、計画的な修繕の実施などによる適正な施設管理や、管理代行業務による安定した施
設運営を行うものである。

県支出金 0 0 0 0

住宅管理費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

11,452,000

住宅費

　入居者及び住宅に困窮する低額所得者、市営住宅建築物

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

78,635,971 118,471,218 120,162,000 71,323,000

204,282,000

15,192,000 20,774,000

227,493,513

区分

事務事業評価表
１．基本事項

2.60 2.60

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

市営住宅管理事業［建築住宅課］

　住宅に困窮する低額所得者へ対し、低廉かつ安全な市営住宅を提供する

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　管理代行業務によるノウハウを生かした施設運営を行う。
　保守点検業務や修繕を行う。

成果
※何を求めるか

　施設を安全で良好な状態に保持し、入居者が安心して生活できる環境を確保する。

中項目 1 都市整備の行き届いたまちづくり

130,700,000

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

144,958,829 248,319,942

11,410,858.00 20,826,429.00

1.45

17,436,000

行政財産使用許可

市営住宅建替

事
業
費 地方債

年度別計画

317,880,000 204,014,000

0

決算額

国支出金

39,720,000

0

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（59-3・60-1号棟）

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（60-2、-3号棟）

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘(60-4号棟)･宿根
(63-2号棟)改修工事

219,459,000

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

市営住宅家賃決定

公営住宅入居者募集案内

公営住宅家賃・駐車場使用料徴収（一部）

市営住宅各種証明書申請書の取次（一部）

市営住宅計画修繕・大規模修繕

市営住宅管理代行業務委託

執行体制

項 目



Ｒ３年度より深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）※第１次はＲ２年度完了　/　改修等累計件数／改修等予定件数

0.00

件

471.00

故障等の発生については予測できないため設定しない　/　修繕記録

0.00 0.00

25.00

　

40.00 45.00

0.00

令和
7年度

令和
8年度

457.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

政策空き家の用途廃止時期が予測できないため設定しない/管理台帳（団地カルテ等）

安全な施設管理を目指すため０件とした　/　発生実数による

0.00 0.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

15.00

76.70

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 施設住宅係長　大塚光晴

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

市営住宅の管理を埼玉県住宅供給公社へ業務委託することで、安定した施
設運営が行え、事業の効率化が図れている。

B

A

●管理代行を委託する埼玉県住宅供給公社と共に、市営住宅の施設点検等
を行うことで、施設の不具合による人身事故を防いでいる。
●政策空き家解消割合は、97.3％（73戸中71戸移転）となり目標に達して
いる。
●市営住宅長寿命化計画に基づく市営住宅改修率は、計画の先送りが生じ
ているため、実績値が上がっていない。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 施設住宅係長　大塚光晴

●市営住宅の維持管理戸数については、政策空き家の用途廃止が進み目標
（448戸）まで9戸となった。
●市営住宅の修繕等対応件数については、施設の老朽化が進んでいるが、
ほぼ横ばいの件数となっている。

平成２８年度（当初入居戸数７３戸）から年８戸の退去を目指す　/　累計退去戸数／当初入居戸数

実績値の算出式

191.00 171.00

93.20

0.00

％

％

実績値

目標値

実績値

目標値

成果指標２

5.00

実績値の算出式

5.00

実績値

目標値 15.00

87.60

活動指標２

成果指標１

単
位

戸

３．評価指標

評価評価の観点区分

97.30

0.00 0.00

100.00

件

目標値

実績値

区分

市営住宅の維持管理戸数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

市営住宅の修繕等対応件数

施設の不具合による人身事故
発生件数

目標値

実績値

政策空き家解消割合

市営住宅長寿命化計画に基づ
いた市営住宅改修率

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

成果指標３

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

施設住宅係 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

政策空き家の住替えは、順調に進んでいるが、解体できる住棟が６棟（薬師堂１棟、桃園１棟、
錦町４棟）残っている。防犯・防災・景観など、地域住民への影響を考慮し早急な解体が必要と
なっている。

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

引き続き、市営住宅の住民サービス向上を図るため、管理代行受託者である埼玉県住宅供給公社
に対し、協定に基づく業務の執行状況確認や指導監督を行う。
政策空き家については、用途廃止が完了した住棟の解体を順次おこない解体が完了した跡地の利
活用検討を行う。また、残りの住民に対し住替えを働きかける。
施設の維持改善のため、深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）に基づき改修を進める。

８．評価指標グラフ

引き続き、市営住宅の住民サービス向上を図るため、管理代行受託者である埼玉県住宅供給公社
に対し、協定に基づく業務の執行状況確認や指導監督を行う。政策空き家については、用途廃止
が完了した住棟の解体を順次おこなう。また、残りの住民に対し住替えを働きかける。老朽化し
た市営住宅を効率的に更新するため、深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）に基づき修繕を進め
る。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

市営住宅の管理全般については、引き続き適正な管理に努める。
政策空き家については、残りの住民に対し住替え・転居を促していく。ま
た、用途廃止が完了した住棟の解体を順次行い跡地の活用を推進する。
このため、現状のまま継続とする。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

●埼玉県住宅供給公社から報告を受け、業務の執行状況を確認した。また、管理上の問題点を把
握し解決に向けた協議を行うなど指導監督を行い適正な業務執行を確認した。
●政策空き家については、用途廃止が完了した住棟（8棟）の解体を順次行った。また、残りの住
民に対し積極的に働きかけを行い3世帯の住み替えを完了した。
●市営住宅長寿命化計画に基づき市営緑ケ丘住宅の配管改修工事を継続実施している。

評価者 建築住宅課長　山中勉

評価の内容説明

45221事務事業 市営住宅管理事業 担当課 建築住宅課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 市営住宅の維持管理戸数

区分 成果指標２ 指標名 政策空き家解消割合

450

460

470

480

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

0

50

100

150

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


